



























































していく過程」と集約している。たとえば、Schein (1968)や van Maanen (1976)では「組織の一員と
して認められるために、個人が価値・規範・組織に必要な行動を身につけていく過程」と定義し、
Wanous (1992)では、「組織への新規参入者が新たな役割・規範・価値を習得するという形で変化し、
組織に適応していく過程」と定義されており、van Maanen and Schein (1979)では「組織の役割を引








































                                 
2  ここで、注意しなければならないのは、この枠組みはあくまで従業員の知覚の問題を指摘しており、従業員
が主観的、あるいは間主観的に認識している要因である。 




























































































分析方法はグラウンデッド・セオリー・アプローチに依拠した（Glaser and Strauss, 1967）。グラウ
表１ 
入社年次 男性 女性 合計 
2003年入社 A B 2名 
2004年入社 C D 2名 
2005年入社 E F 2名 
2006年入社  G 1名 
2007年入社 H I 2名 








































































































































































































































































































                                 
5 たとえば、産婆や仕立屋、操舵手などの職業を観察している。 
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